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自動運転車両がさらに普及すれば，将来無人状態での移動が広く許容される可能性があり，そのことが家計行
動に影響を及ぼしうる．例えば，これまで自家用車で商業施設を訪れていた人が自動運転車両に乗り換えれば，
商業施設併設の駐車場を利用せずに施設入口付近で降車することが可能だ．こういった消費者が増えることで駐
車場需要は低下し，長期的には駐車場面積の縮小と店舗面積の拡大に繋がる．そこで，本研究では自動運転車両
の普及により商業施設の土地利用が変化することを想定し，家計の自動運転車両の普及率を分析する市場均衡
モデルを構築し，自動運転車両普及率の変化が社会経済に及ぼす影響について分析した．市場均衡での普及率
と社会的最適時の普及率に乖離があることを指摘するとともに，社会的最適に近づけるための政策を提案する．
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1. はじめに

(1) 研究の背景と目的
近年の技術の進歩はすさまじく，通信の高速化や製

品の小型・軽量化など，生活する上でのあらゆる分野
の利便性が高まっている．そういった中，特に注目さ
れている分野の一つが，モビリティである．2022年現
在，世界中で電動キックボードや電動バイクなどのマ
イクロモビリティが普及しつつあり，我が国において
も導入支援制度やガイドラインの制定などがなされて
いる1)．マイクロモビリティの導入は，これまで電車通
勤していた層や自家用車で通勤していた層など様々な
層に影響がある．そのため，今後の交通様式を大きく
変えうる可能性を秘めており，その利用に適した都市
計画が求められるようになるだろう．そして，マイク
ロモビリティと同様にモビリティ分野で注目されてい
るテーマが，自動運転技術である．自動運転技術を搭
載した自動車の導入は，比較的小規模な市場となるこ
とが予想されるマイクロモビリティの導入よりも考慮
すべき事項が多く，その分導入前から多くの検証が必
要となる．実際，自動運転の実用化に向けて国土交通
省は基準緩和認定制度を設け，積極的な姿勢を見せて
いる2)．
自動車は電車と並び最も一般的な移動手段の一つで

あり，電車と比較して出発時間の束縛がなく，また家か
ら目的地までドア toドアに近い移動が可能である．一
方，免許を要する煩雑な運転操作を利用者自身が行う
必要がある点が電車と異なる特徴であった．その運転
操作の自動化が実現すれば，利便性は飛躍的に向上す
る．こういった背景から，最近では研究が進み実際に
車両への実装を試みる動きが活発化している．多くの
自動車企業の最終目標は，走行中に人的操作を全く必
要としない完全自動運転の実現であるが，現時点では
段階的に特定条件下での運転の自動化を導入する企業
が多い．自動化の程度により自動運転レベルは 0から
5の 6段階に分類される3) が，我が国では 2022年 4月
から許可を受けた場合のみレベル 4での特定自動運行
が可能になった4)．レベル 5である完全自動運転を広く
導入することには多くの障壁があり，段階的に乗り越
えていく必要がある．
その障壁の一つが，社会整備の問題である．NACTO5)

は，自動運転車両がアメリカの都市に与える悪影響に
ついて，次のように述べている．自動運転車両が普及す
ると，バスや電車などの交通機関の需要が減少し，交
通機関のサービスの質が低下する．混雑時の通行料を
道路に設定しなければ，混雑が加速して全体的に非効
率な移動となる．政府が個人の移動データの保護に関
する規制をしておらず，第三者がプライベートな移動
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データにアクセスできるようになっている．将来的に
自動運転車両専用レーンができると，道路空間を他の
用途から奪うことになってしまう．自動運転車両によ
る送迎が増加した結果，駐車場の代わりに路肩で停車
する車両が増加し，道路が混雑することになる．
自動運転車両の普及のためには，普及のメリットが

こういった障壁を取り除くコストを上回ることが不可
欠である．そこで，次に自動運転車両を利用する上で
のメリットをあげる．
各消費者が自動運転車両を利用する直接的なメリッ

トは，文字通り運転操作を必要としないことから得ら
れるメリットだ．右折のタイミングや駐車場の探索，渋
滞を回避するための道検索など，運転時に行っている
多くの選択から解放されるため，走行中の疲労を格段
に抑えることができる．実際，運転手のこういった選
択のミスが交通事故の主な原因となっているため，自
動運転が適切に機能することで多く交通事故を未然に
防ぐことができるだろう．また，移動時間を運転操作
にあてる必要がないため，メールの確認といった簡単
な作業や仮眠など，車内でできることであれば自由に
行うことができる．そのため，これまでコストとして
捉えていた移動時間を他の活動時間にあてることがで
き，1日の時間効率性が高まる．
さらに，マクロな視点では，自動運転車両の利用者が

増加することによる社会的なメリットが存在する．例
えば，複数の車両の走行ルートを一括で制御すること
によるメリットである．効率的なルート配分を実現し，
渋滞を緩和させることができる．また，完全自動運転
車両は駐車操作も自動で行うため，利用者はわざわざ
駐車場まで行く必要がない．利用者が目的地周辺で下
車した後，車両は単体で駐車料の安い駐車場に行き駐
車することができる．あるいは共有型自動運転車両を
想定すれば，駐車場に向かう代わりに次の利用者のも
とへ単体で移動することになるだろう．つまり，一般
車両から自動運転車両に移行する人が増加することで，
例えば商業地などの多くの人の目的地となるような場
所周辺では，駐車場需要が低下することになる．その
ため，長期的には駐車場供給側が需要数に合わせて駐
車場数を減少させる，あるいは駐車料を変更させるな
どして供給の最適化を図るだろう．こういった行動に
より，土地の利用法が変化するため，その変化が消費
者の生活に影響を及ぼすと考えられる．
したがって，本研究では土地利用の中でも特に駐車

場の変化に注目し，家計の車両選択の変化による社会
的な影響を分析する．自動運転車両の利用者が増加し，
駐車場の在り方が変化することにより，自動運転車両
の普及はさらに促されるのか，そしてそういった流れ
全体が，社会全体に対してプラスの影響を及ぼしうる

のかについて分析する．分析にあたり，まずは既往研
究のレビューを次章で行う．

(2) 既往研究の整理と本研究の位置付け
自動運転車両の導入後の都市計画に関して，特に駐
車場に注目した研究は複数見られる．
松中ら6)は，共有型自動運転車両の普及による社会的
便益について，仮想都市を対象とした交通シミュレー
ションを行った．その結果，人口 30万人規模の都市に
おいて，共有型自動運転車両の普及により都市内の総
車両数と駐車場面積が大きく削減され，サービス普及
の可能性が十分にあることを明らかにした．一方，都
市内の全ての一般車両の利用者が自動運転車両の利用
に転換することを仮定しており，一般車両と自動運転
車両が混在する普及途中での結果を得られていないほ
か，自動運転車両の普及プロセスに関しては言及され
ていない．さらに，駐車場削減後の土地の活用用途を
限定していないため，具体性に欠ける部分がある．
屈7)は，自動運転車両の市場導入の影響に関して，特
に商業地の駐車場数の変化を考慮した検討を行った．自
動運転車両の普及により駐車場数が減少すると，土地
供給量が増加することにより地代が低下することが想
定される．そのため，商業地で販売されている小売財
の価格水準も同様に低下し，さらに店舗数増加に伴い
種類数も増加する．その結果，商業地に財を購入しに
訪れる消費者の効用は上昇していく．屈はこの一連の
影響を示すとともに，消費者の所得水準が高く，土地に
対する人口が多い地域で自動運転車両の導入が好まれ
ること　についても明らかにした．この分析結果は非
常に有益である一方で，屈の分析ではそもそも自動運
転車両が普及していくことを仮定しており，分析に用
いているモデルでは外性的に普及率を与えている．す
なわち自動運転車両の普及率と土地利用の変化との関
係に関しては不明瞭である．
こういった背景を踏まえ，本研究では自動運転車両
の普及率と商業地の土地活用の変化の関係を明確に考
慮し，自動運転車両の普及プロセスにまで言及しつつ，
普及後に得られる社会的メリットについて，都市経済
的な観点から分析する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 自動運転車両の普及により商業地の店舗数が増加
するメカニズム

本研究では，自動運転車両が普及することで消費者
が多くの財を購入することができることを想定してい
る．このメカニズムは次の通りである．まず，車両の特
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徴として，一般車両は目的地周辺に駐車場を必要とす
るが，自動運転車両は無人走行が可能であることによ
り必ずしも目的地周辺に駐車場が必要でない．このこ
とを考慮すると，これまで一般車両で商業地を訪れて
いた消費者が自動運転車両に乗り換えた場合，商業地
の駐車場需要が 1台分低下することになる．したがっ
て，こういった人が増加する，すなわち自動運転車両が
普及すると，商業地の駐車場需要が大きく低下し，駐
車場に空きが生まれることになる．土地利用の観点か
ら考えると，この活用されない土地を他の用途にあて
ることで有限な土地資源を有効に活用することができ
る．商業地では，その新たな活用用途として新規店舗
の出店，あるいは既存店舗面積の拡大など，商業地で
販売される財の増加に繋がるような土地活用が最も効
果的であると考えられる．

(2) 駐車場数の増減による移動時間の変化
商業地は次のような場所を想定する．エリア中央に

店舗群が存在し，各店舗で差別化された財を販売して
いる．商業地に訪れた消費者は各店舗を周ることで複
数の財を購入することができる．店舗の周辺には駐車
場が点在しており，一般車両で訪れた消費者はそこに
車両を駐車し，駐車した場所から歩いて店舗群を訪れ
る．一方，自動運転車両で訪れた消費者は店舗の目の
前で下車し，下車後すぐに店舗にアクセスすることが
できる．残された車両は無人運転で商業地から離れた
駐車場に向かい，無料駐車場に車両単体で駐車するこ
とができる．
ここで，自動運転車両が普及して駐車場需要が低下

した場合を想定する．(1)の議論より，駐車場から店舗
へと土地利用の転換が行われるが，アクセス利便性や
営業の都合のため，店舗群に最も近い駐車場から店舗
用土地に変化していくことが考えられる．その結果，駐
車場が相対的にエリア外側に追いやられていくような
状況となる．このように変化した時，エリア内の外側
の駐車場からエリア中央の店舗群へのアクセス利便性
は悪化し，より長い距離を歩くことになる．すなわち，
駐車場数が減少し店舗数が増加することで，駐車場で
車両から降りて店舗まで歩いていく時の移動時間が増
加する．そのため，駐車場を利用する一般車両利用者
が不便を感じるようになっていくため，この要素によ
り自動運転車両に移行する人が増加することが予想さ
れる．本研究ではこの要素について扱い，明確にモデ
ル内で考慮した上で分析を行う．

(3) 市場均衡と社会的最適
本研究では，分析に先立って都市経済モデルを構築

する．その中で 2つの市場を考慮する．すなわち，消

費者と小売企業からなる小売市場と，小売店舗と駐車
場と地主からなる土地市場である．各市場で各主体の
行動を定式化し，その上ですべての主体の最適化行動
の式を満たす状況を求める．この状況が市場均衡であ
る．また，各主体の利潤および効用の総和として定義
される社会的厚生が最大となる状況についても同様に
求める．この状況が社会的最適である．市場メカニズ
ムに任せて状況が変化していった際に社会的最適点に
到達するのかを確認し，到達しない場合はその到達を
妨げている要因を特定し，状況を改善するような政策
を提言する．

(4) 自動運転車両の普及に適した都市の特徴の特定
市場均衡と社会的最適の比較後，外部条件を変更し
た場合の変化について分析する．すなわち，消費者の
所得や人口密度など，どういった特徴を持つ都市が自
動運転車両の普及に適しているのかを分析し，将来自
動運転車両を導入する上での都市の優先順位付けを効
果的に行えるようにする．

3. モデルの定式化

(1) 前提条件
本研究で扱うモデルでは，複数の消費者がある商業
地を訪れることを想定する．それぞれの条件は次の通
りである．消費者は，一つの住宅街にN 人住んでいる．
それぞれ独立して生計を立てており，1家計あたり 1度
の買い物行動あたりに消費可能な所得は I である．商
業地は住宅街からやや離れたところに立地しており，住
宅街からのアクセスには車両が必要である．商業地内
には n店舗の小売店が出店しており，各小売店はそれ
ぞれ差別化された 1種類の財のみを販売する．

(2) 消費者行動
a) 車両選択行動
前節で述べたように，消費者 iは一般車両あるいは自
動運転車両のいずれかの利用を選択することができる．
消費者の効用 (UM

i ，M = Gであれば一般車両の利用
を選択した消費者の効用，M = Aであれば自動運転車
両の利用選択した消費者の効用を表す)は次のように表
すことができる．

UG
i = vG − βt (1a)

UA
i = vA + εi (1b)

ここで，vG と vA は商業地を訪れて財を購入すること
により獲得できる効用である．一回の買い物行動に対
する予算は全ての家計で共通だが，移動手段の選択に
よって移動費用が変わり財の購入にあてることができ
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る金額が変わるため，その効用も移動手段によって変
化する．詳細は後に説明する．そのほか，tは一般車両
利用者が駐車場に車を停めたあと，歩いて移動して店
舗に到着するまでの移動時間であり，βは時間の金銭評
価値を表すパラメーターである．これらは消費者が移
動時間の長さから受ける効用を，他の要素と同じ金銭
タームで評価するために使用する．さらに，εi は消費
者ごとに異質な，新たに登場した商品に対する肯定の
度合いを表したものであり，ある確率分布に従って分
布しているとする．
消費者は UG

i > UA
i が満たされるときに一般車両の

所有を選択するため，一般車両の所有を選択する消費
者数NG は次式で表される．

NG = N × Pr(UG
i > UA

i )

= N × Pr(E > εi) (2)

ここで，E = vG − vA − βtである．εi が [−a, a]の連
続一様分布に従っていると仮定すれば，一般車両の所
有を選択する消費者数NG は

NG =


N (a < E)
N
2a (E + a) (−a < E < a)

0 (E < −a)

(3)

と表される．以下，消費者は多様で新商品に対して大
きく肯定する層が必ず存在することを想定し，aが十
分大きく−a < E < aが成立する場合について考える．
すなわち，NG = N

2a (E + a)とする．
また，モデル内の全消費者数がN 人であることから，

自動運転車両の利用を選択する消費者数NA は

NA = N −NG (4)

で求めることができる．
b) 買い物行動
家計はそれぞれ商業地で財の購入を行い，そこから

効用を得る．この効用は次式で表すことができる．

vM =

∑
j

(qMj )ρ

 1
ρ

0 < ρ < 1 (5)

この効用を規定する関数は Dixit-Stiglitz型 CES関数を
採用した．この関数の特徴は，効用の大小を決める一
要因に，購入可能な財の種類数が含まれており，多くの
種類の財を購入できる状況であればあるほど，効用は
高まることである．qMj は消費者の小売財 jの購入量を
表す．ρは財の多様性を選好する度合であり，σ ≡ 1

1−ρ

と定義すれば，σ は任意の異なる 2財間の代替の弾力
性を表す．消費者の所得のうち，1トリップで使える量
を I とし，消費者は I すべてを，財の購入とそれに必
要な交通費にあてるとする．このとき消費者の予算制

約は次のようになる．∑
j

pjq
G
j + CG + pp = I (6a)

∑
j

pjq
A
j + CA = I (6b)

なお，pjは小売企業 jの販売する財の価格を表す．CG，
CAは各移動手段を選択した際の 1回の買い物行動あた
りの移動費用を表す．一般車両の選択者は，この移動
費用に加えて駐車料金 ppが発生する．この値は駐車場
の管理組織が設定する金額となる．
よって，消費者の効用最大化問題は次のように定式
化される．

max
qMj

vM =

∑
j

(qMj )ρ

 1
ρ

s.t.

{ ∑
j pjq

G
j + CG + pp = I (M = G)∑

j pjq
A
j + CA = I (M = A)

(7)

(3) 小売業行動
小売業を営む企業 j は，商業地の 1区画を地主から
借りる．各企業は差別化された財を販売していると仮
定し，独占的競争市場を想定する．企業 j の財の生産
量は qj であり，商業地内には n店舗が出店していると
すると，商業地全体では∑n

j=1 qj 個の財が生産されて
いることになる．
このとき，企業 j が販売に必要な土地投入量を．以
下で定義する．

lj = f +mjqj (8)

ここで，f は固定土地投入量，mj は限界土地投入量を
表す．
小売業を営む企業 j の利潤最大化行動は，以下のよ
うに表される．

max
qj

πj = pjqj − clj (9)

ここで，pj は小売財の販売価格，cは地代を表す．財の
価格は販売量の関数であるため，利潤最大化に関する
一階の最適化条件は以下のように表される．

∂πj

∂qj
=

∂ (pj · qj)
∂qj

− ∂ (c · lj)
∂qj

= pj +
dpj
dq

qj − cmj

= pj

(
1 +

dpj/dqj
pj/qj

)
− cmj

= pj

(
1 +

1

εd

)
− cmj = 0 (10)

εdは需要の価格弾力性を表しており，εd = 1
ρ−1 である．

したがって，均衡価格は
pje =

cmj

ρ
(11)

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



となる．なお，小売市場での均衡解は下付き文字 e に
て表す．
よって，企業 j の利潤は以下の通りである．

πje =

(
cmj

ρ
− cmj

)
qje − cf =

cmj

σ − 1
qje − cf (12)

ここで，市場参入が最も早かった企業を j = 1,最も
遅かった企業を j = nとし，それ以外の企業も参入が
早い順に若い数字であるとする．j = nの企業の利潤
が正であれば，新たな小売企業 j = n + 1が市場に参
入し，新たな財の販売を始める．よって，均衡点では
j = nの企業の利潤はゼロとなる．そのため，均衡状態
での財の販売量 qne は以下のように表される．

qne =
f

m
(σ − 1) =

f

m

(
ρ

1− ρ

)
(13)

したがって，均衡状態での土地投入量 lne は，
lne = f +mqne =

f

1− ρ
(14)

である．一方，価格弾力性が全ての財で同一であるこ
とに加えて，限界土地投入量がmj = mで全ての財で
共通であるとすると，式 (11)より財の価格も同一とな
る．よって均衡状態では財の生産量，土地投入量も全
企業で同一となる．
また，財の供給量と需要量との関係により，

qje = NGqGj +NAqAj (15)

である．ここで，すべての種類の財が完全に対称的で，
価格・需要量ともに同一であることを踏まえると，消
費者の財の購入量 qMe は，

qGe =
I − CG − pp

nepje
(16a)

qAe =
I − CA

nepje
(16b)

と求められる．式 (15) に式 (16a) と式 (16b) および式
(13)を代入すれば，

f

m

(
ρ

1− ρ

)
= NG I − CG − pp

nepje
+NA I − CA

nepje
(17)

となる．式変形により，市場に参入する小売業数 neは
以下のとおり求まる．

ne =
1− ρ

cf

{
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

}
(18)

また，均衡点における消費者の買い物効用 vMe は，店
舗数 ne を用いて

vGe =
I − CG − pp

n
(ρ−1)/ρ
e pje

(19a)

vAe =
I − CA

n
(ρ−1)/ρ
e pje

(19b)

と求められる．したがって，式 (19a)と式 (19b)に式 (11)
と式 (18)を代入し，消費者の間接効用水準は次のよう

に表すことができる．

vGe =
ρ

cm
(I − CG − pp)

·
[
1− ρ

cf

{
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

}]− ρ−1
ρ

(20a)

vAe =
ρ

cm
(I − CA)

·
[
1− ρ

cf

{
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

}]− ρ−1
ρ

(20b)

(4) 駐車場管理組織
業地内の駐車場はすべて公営であるとし，一括して
同一組織が管理している．管理にあたって利潤の最大
化は行わない．また，消費者が商業地を訪れる際，駐
車場を必要とするのは一般車両の利用者のみであるた
め，自動運転車両の駐車は考えず，設置する駐車場の台
数は商業地に訪れる一般車両数に合わせるものとする．
1台分の駐車場を配置するには hの土地が必要となり，
駐車場の運営にあたり地代を主とする費用が発生する．
当該組織は，この費用分を収入として得る必要がある
ため，固定の駐車料 ppを設定し，不足分を税収で補う
ものとする．すなわち，当該組織の利潤は税収を除く
と以下のように表される．

πp = ppN
G − chNG (21)

(5) 地主
店舗と駐車場として利用する土地一体を 1人の地主
が所有している．総土地供給量は決まっており，供給量
を変動させることはできない．一方，店舗の土地需要
量と駐車場の土地需要量は変動的であるため，商業地
の 2用途の割合が変化することになる．また，自動運
転車両は道路を循環もしくは商業地から離れた別の場
所に駐車することを想定するため，駐車場は商業地に
訪れる一般車両の利用者分だけを用意する．そのため，
店舗用途に利用可能な土地の供給量は以下の式で表さ
れる．

Lr = L− lp (22)

ここで，Lr は店舗用の土地供給量を，Lは商業地全
体の土地供給量を，lpは駐車場用の土地供給量を表す．
各店舗の土地需要量は式 (14)より，

lj =
f

1− ρ
(14)

であり n店舗分の需要が存在するから，需給バランス
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により以下の式が成立する．
n∑

j=1

lj = Lr

1

c

{
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

}
= L− hNG

c =
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

L− hNG
(23)

地主は式 (23)を満たすように地代を設定する．

4. 分析結果

(1) 市場均衡
定式化したモデルを用いて，モデル全体の市場均衡

を求めることができる．ここで，市場均衡とは，各主
体が自身の利潤あるいは効用を最適化させるような行
動を取り合うときに，その条件を満たすような環境の
ことである．すなわち，小売市場と土地市場において，
以下の式を全て満たす．

• 消費者行動
NG =

N

2a
(vG − vA − βt+ a) (3)

NA = N −NG (4)

vG =
I − CG − pp

n
(ρ−1)/ρ
e pr

(19a)

vA =
I − CA

n
(ρ−1)/ρ
e pr

(19b)

• 小売企業行動
pje =

cm

ρ
(11)

qje =
f

m
(σ − 1) =

f

m

(
ρ

1− ρ

)
(13)

ne =
1− ρ

cf

{
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

}
(18)

• 土地市場

c =
NG(I − CG − pp) +NA(I − CA)

L− hNG
(23)

したがって，市場均衡では，上記の 7式を同時に満
たすNG∗，NA∗，vG∗，vA∗，p∗je，n∗

e，c∗が存在する．
モデル内にはN 人の消費者，n店舗の小売企業．駐

車場管理組織，地主の 4種類の主体が存在し，駐車場
管理組織は固定駐車料から得られる収入を，地主は市
場メカニズムによって定まった地代を収入とする一方，
その他の主体はそれぞれ最適化行動をとる．
市場均衡では，次の条件をすべて満たしている．N

人の消費者は全員，一般車両と自動運転車両のうち自
身にとって最適な方を選択して商業地に訪れ，商業地
では自身の所得内で最大限に満足できる買い物を行う．
商業地には n店舗の小売企業が入居しており，それぞ

れの店舗は需要があるだけの量の財を販売する．また，
店舗および駐車場として利用される商業地一体の土地
は不在地主が管理しており，市場メカニズムにより定
まった地代から得られる利潤を得る．
市場均衡として想定される車両の利用割合は次の 2

つに大別できる．それは，端点解であるいずれか 1車両
のみの状況と，内点解である 2車両共存の状況である．
1つ目に関して，モデル内の消費者全員が同一の種類の
車両を選択する状況である．すなわち，従来通り一般
車両の所有を選択する状況，あるいは全消費者の自動
運転車両への移行が完了した状況である．この状況と
なる理由は，どの消費者も同じ車両利用の方が自身に
とって最適な選択であると判断したためである．消費
者の効用は買い物による効用，駐車場からの移動時間
による効用，自動運転車両の利用による効用の 3つの
効用に分けられるが，それらのバランスにより一方の
車両選択に偏った場合である．2つ目に関して，消費者
間で選択する車両が 2つに分かれる状況である．モデ
ル内で消費者ごとに異質な効用として，新製品に対す
る肯定の度合いを含めているため，この効用の大きさ
の違いにより，2グループに分かれていることになる．
ちょうどこのグループの境界に位置する人に関しては，
どちらの効用もほぼ同じ大きさであり，僅かな差によ
り一方を選んでいるといえる．この均衡の安定性を評
価するためには，市場均衡から僅かに移動した状況と
の比較をすればよい．仮にこの境界に位置する消費者
が僅かに効用の低い方の車両を選択した時と比較した
時，その行動により商業地内の店舗数は増加し，駐車
場からの移動時間は短縮される．このメリットと，そ
のほかの要素を考慮することで，安定均衡か不安定均
衡かを判断することができる．
ここで，上式で定義した均衡問題を解析的に解くこ

とは困難であり，数値例を用いて上の 7式を満たすよう
なNG∗，NA∗，vG∗，vA∗，p∗je，n∗

e，c∗を求める．ま
ず，安定性の評価を行うため，以下に数値解析の一例
を示す．
a) ケース 1

具体的な設定は，F = 0.0，I = 15, 000.0，L =

100, 000.0，N = 20, 000，T = 300.0，b = 0.010，
f = 20.0，h = 3.0，m = 0.050，a = 10.0，β = 0.20，
ρ = 0.80，CG = 2, 000.0，pp = 500.0，CA = 4, 000.0

とした．図-1に，各効用と自動運転車両移行率との関
係を，図-2に消費者の総効用と自動運転車両移行率と
の関係を，図-3にその他の内生変数と自動運転車両移
行率との関係を表す．　図-1より，財の購入により得
られる効用 vM は車両選択によらず，自動運転車両の
利用者が増加すればするほど高まっていくことが確認
できる．この理由は図-3で確認することができる．自
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図-1 効用の大小

図-2 利用車両別の効用

図-3 内生変数の変化

動運転車両の利用者が増加すると，駐車場数が減少し，
店舗数が増加する．さらに，地代が低下して小売財価
格も低下するため，消費者が一定所得内で購入可能な
財のバラエティが増加する．商業地に訪れる消費者は
全員このメリットを享受することができるため，車両
選択によらずグラフは右上がりとなる．一方，この効
用は常に一般車両の利用者の方が高くなっている．こ
れは，消費者の所得は全員共通である一方で自動運転

車両の利用価格は一般車両の利用価格よりも高く，財
の購入にあてられる所得は常に一般車両の利用者の方
が高いためである．そのため，店舗数が増えることに
よるメリットも一般車両の利用者の方が大きく受ける
ことができ，2つの効用差は自動運転車両の利用者が増
加するほど拡大していく．
一方，各消費者の総効用は，買い物による効用に加

えて，駐車場からの移動時間による効用と自動運転車
両の利用による効用がある．消費者は各車両を選択し
た時に獲得できる効用を比較し，車両選択を行うため，
総効用の大小関係を比較することで選択行動を分析す
ることができる．図-2より，自動運転車両への移行が
進んでいくと，消費者の利用車両別の総効用はある点
でその大小関係が逆転することが確認できる．この交
点は NA

N = 0.627325の時である．0 < NA

N < 0.627325

の範囲では消費者は自動運転車両を選択する動機を，
0.627325 < NA

N < 1.0の範囲では消費者は一般車両を
選択する動機を持つ．したがって，NA

N = 0.627325とな
る状況が市場均衡として求まる．また，市場均衡の状況
から自動運転車両の利用者が僅かに増加した時，図-2よ
り一般車両の効用が高く，自動運転車両の利用者が減
少する方向に力が働く．そのため，この市場均衡は安
定的であると評価することができる．
したがって，ケース 1では，自動運転車両の導入初
期であっても特に新しい政策を導入する必要はなく，自
動運転車両を導入すれば市場メカニズムによっておよ
そ 6割の人口に普及して落ち着くようになる．逆に，6
割の人口に普及した後，さらに自動運転車両への移行
率を高めるためには，補助金の導入など，自動運転車
両の利用者にとって有利となる政策の導入，もしくは
駐車料の増加や税金の導入など，一般車両の利用者に
とって不利となるような政策を導入する必要がある．
b) ケース 2

別のケースを考える．ケース 1と近い状況で比較する
ために極力共通の外生変数を与えることにする．変更す
る外生変数は，b = 0.015，β = 0.4である．すなわち，
消費者の時間価値が高く，駐車場数の減少による店舗ア
クセスの利便性悪化の効果がより大きい場合を想定す
る．　図-5より，グラフの交点が左にシフトしている
こと，そして 2つの効用の大小関係が交点前後で逆転し
ていることが確認できる．この交点は NA

N = 0.110995

の時である．0 < NA

N < 0.110995の範囲では消費者は
一般車両を選択する動機を，0.110995 < NA

N < 1.0の
範囲では消費者は自動運転車両を選択する動機を持つ．
このケースでは，自動運転車両の導入初期であっても
一般車両の利用効用の方が相対的に高いため，仮に自
動運転車両を導入しても，市場原理に従って普及して
いくことはない．一方，導入初期の補助金の導入など

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



図-4 効用の大小

図-5 利用車両別の効用

の政策で交点まで利用者数を増加させることに成功す
れば，その後は自然に普及が進行していき，いずれ消
費者全員が自動運転車両を利用する状況になる．

したがって，これら 2つのケースから，次のことが
明らかとなった．一般車両から自動運転車両に移行す
る人が増加していくと，商業地内の店舗数が増加する
ことに加えて小売財価格が低下し，また駐車場から店
舗までのアクセスも不便になっていく．こういった変化
が消費者の車両選択を変える原因となる．消費者が駐
車場から店舗までのアクセス利便性をあまり重視しな
いケースでは，自動運転車両への移行途中で安定的な
市場均衡が得られ，適切な政策導入のタイミングはあ
る程度移行が進行してからとなる．一方，消費者が駐
車場から店舗までのアクセス利便性を重視するケース
では，移行途中で不安定な市場均衡が得られる．また，
自動運転車両の導入初期に移行する人は自然には現れ
ず，政策により何らかの動機をつくりだす必要がある．
よって，適切な政策導入のタイミングは導入初期とな
る．つまり，土地利用の変化は消費者の車両選択に影
響することを確認した．

(2) 市場均衡と社会的最適の乖離
市場均衡については，前節で説明した．社会的最適と
は，モデル内の全主体の効用および利潤の和である社会
的厚生が最大となるような状況のことを指す．図-6に，
ケース 1での社会的厚生を示す．以下，特に断りがな
い限りケース 1のような安定解の場合を考え，代入す
る数値もケース 1のものを使用する．　図-6の黒線が

図-6 ケース 1の社会的厚生

社会的厚生の変化を示しており，NA

N = 0.0の時に最も
高く，NA

N = 1.0の時に最も低くなっていることが確認
できる．すなわち，市場均衡である NA

N = 0.627325の
時には社会的厚生は最大化されていない．これは，規
模の経済による効果が大きいことを表している．自動
運転車両を利用する消費者が増えれば増えるほど，商
業地で販売される財のバラエティが豊かになり，消費
者の効用が高まる．逆に，一般車両を利用する消費者
が増えれば増えるほど，駐車場が多くなり店舗までの
アクセスが容易になる上に，駐車場管理組織の駐車料
による収入が増加する．このように，消費者全員が一
方の車両を利用することによるメリットが他の要素を
卓越するため，社会的最適時には全員が一方の車両を
利用するような状況となる．特にこのケースでは，駐
車場数が最も多く，店舗までのアクセスが最も容易で
あるため，全員が一般車両を利用する状況が社会的最
適となる．

(3) 自動運転車両の利用料の変化に対する
社会的厚生の変化

今後，自動運転車両の研究が進み，技術も進歩する
ことにより，将来的には自動運転車両を，より低価格で
利用することができるようになると考えられる．そこ
で，車両価格に対する社会的厚生の大きさを確認する
ことで，今後社会的厚生がどのように変化していくか
を可視化することができる．図-7に市場均衡時の自動
運転車両の利用価格と消費者の車両選択割合の関係を，
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図-8に社会的最適時の自動運転車両の利用価格と消費
者の車両選択割合の関係を示す．　図-7より，市場均

図-7 自動運転車両の利用価格が変化した時の
市場均衡時の消費者の車両選択割合の変化

図-8 自動運転車両の利用価格が変化した時の
社会的最適時の消費者の車両選択割合の変化

衡時には，自動運転車両の利用価格が低下するほど多
くの消費者が自動運転車両を利用していくことが見て
とれる．しかし，図-8より，社会的厚生が最大となる
時には，自動運転車両の価格がいくらであれ，全消費
者が同一の車両を選択していることが分かる．すなわ
ち，技術の進展などの理由により自動運転車両の利用
価格が低下していった場合，市場原理にしたがって消
費者は徐々に一般車両から自動運転車両へと移行して
いくが，社会的厚生を考慮すると，社会全体で望まし
いのはある価格まで安くなった時に一度に全員が移行
するような状況である．この場合，自動運転車両を普
及させた上で社会的厚生を最大化させるためには，自
動運転車両の価格を一般車両の価格の 1.23倍ほどにま
で抑えることが必要となる．

5. モデルの拡張

上記の分析では、グラフの横軸を自動運転車両の価
格にして、その他の変化を追跡したが、他の要素につ
いても検討する余地がある。例えば、人口密度を横軸
にすることで、どういった土地特性を持つ地域でより
自動運転車両が普及するのかを確認することができる。
ここでは，特徴の異なる複数都市を比較し，どういっ
た環境が自動運転車両の普及にふさわしいのか，そし
てどういった環境が社会的厚生が上昇しやすいのかに
触れる．そのためこれまで所与の条件としていた，人口
や土地供給量，所得などを変化させることにより，市場
均衡の変化を観察する．図-9と図-10に，土地面積に対
する人口の割合を横軸にとった場合の変化を示す．　

図-9 市場均衡時の車両選択割合

図-10 社会的最適時の車両選択割合

図-9から確認できる通り，市場均衡では，土地面積
に対する人口が増加すれば，自動運転車両を選択する消
費者の割合が高まる一方，その上昇率はゆるやかになっ
てゆく．これには次の 2つの要素が主に関係している．
すなわち，人口増加により小売財の新たな需要が生ま
れるため，小売店舗数が増加し，消費者がより多くの
種類の財を購入することができるという要素と，人口
増加によって駐車場として必要な土地が増加するため，
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結果的に店舗面積が縮小して店舗数が減少するという
要素である．この 2つの真逆の影響のバランスにより
店舗数が決定される．また，人口が増加するにつれて
駐車場を多く設置するため，駐車場から小売店舗まで
のアクセスが比較的容易になり，移動時間が短縮され
ることが想定される．こういった影響により，図-9の
ような車両選択割合となる．すなわち，人口増加初期
には前者の効果が卓越して自動運転車両を利用する消
費者が増加してゆくが，徐々に後者の効果が大きくなっ
ていき，駐車場増加のメリットを享受する一般車両利
用者の減少率が低下する．
一方，図-10のように，社会的最適時は人口密度に関

わらず，全消費者が一般車両を利用するような状況と
なる．すなわち，自動運転車両を普及させた状態で社
会的最適を実現させるにあたって，人口規模は無関係
である．
次に，所得が変化した時の車両選択割合を観察する．

図-11と図-12に，所得の変化を横軸にとった場合の変
化を示す．

図-11 市場均衡時の車両選択割合

図-12 社会的最適時の車両選択割合

図-11のように，市場均衡では，消費者の所得が増加
するにつれて，自動運転車両を選択する消費者が増加

する．所得が増加すると，余裕ができる分移動コスト
にあてられる所得も増加するため，相対的に高価な自
動運転車両を選択してもより高い効用を得る消費者が
増加する．
一方，図-12のように，社会的最適時は消費者の所得
に関わらず，全消費者が一般車両を利用するような状
況となる．すなわち，自動運転車両を普及させた状態
で社会的最適を実現させるにあたって，消費者の所得
は無関係である．これは，政府が補助金を導入して消
費者の所得を増加させると，市場メカニズムにしたがっ
て自動運転車両の利用者は増加する一方，社会的最適
は実現しないことを意味する．
以上の議論により，自動運転車両が普及したうえで
社会的最適を実現させるためには，自動運転車両の価
格を低価格に抑える必要があることが分かる．これに
は，自動運転車両の生産を行う会社への補助金により
車両販売価格自体を下げる政策，あるいは自動運転車
両を利用する消費者に対して，割引などの支援を行う
ような政策などが考えられる．

6. おわりに

本研究では，将来自動運転車両が広く普及した際に
駐車場需要が変化する可能性がある点に着目し，自動
運転車両の普及率と商業地の土地利用の変化の関係を
分析するために，小売市場と土地市場を想定した均衡
モデルを構築した．さらにその変化を通した社会的厚
生の変化を分析した．消費者の時間価値と，駐車場削減
による移動時間短縮効果の大小により，市場均衡の安
定不安定が変化し，それぞれ別のアプローチで自動運
転車両を普及させていくことが求められる．また，市場
均衡点と社会的最適点は一致せず，分析に用いたケー
スでは，市場均衡は 2車両とも利用者が存在する時に，
社会的最適は 1車両のみの利用者が存在する時点で実
現することを突き止めた．さらに，消費者の所得や人
口規模が上昇する，あるいは自動運転車両の利用価格
が低下することにより，自動運転車両の利用者が増加
していくことが明らかになった一方で，自動運転車両
を普及させた上で社会的厚生を最大化させるためには，
これらのうち自動運転車両の利用価格低下のみが関係
しており，一定の価格まで抑えることができれば可能
であることが明らかになった．
本研究は，今後様々な発展が可能である．第一に，本
研究では駐車場需要の変化と駐車場数の変化を同一視
しているが，実際は需要の変化が発生することで，ま
ずは駐車場所の探索時間が変化し，駐車場内での待ち
時間が変化して消費者の車両選択にも影響が出ること

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集

 10



が考えられる．したがって，状況を段階的に考慮できる
モデルが求められる．第二に，本研究では駐車場から
店舗までの移動時間を考慮しているものの，住宅地か
ら商業地までの移動に関しては考慮していない．一消
費者が車両選択を変更することで，移動中の時間活用
方法が変化し，効用が大きく変わる可能性があり，また
多くの消費者が車両選択を変更することで，道路に混
雑度の変化が生じ，効用が大きく変わる可能性がある．
こういった効用の変化により，道路環境が変化するこ
とが考えられるため，自動運転車両の普及を分析する
にあたって大きく貢献することができるかもしれない．
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ものです．
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